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Ⅰ．計画策定に当たって 

本計画は、平成２６年４月１日に定めた平成２６年度から概ね１０年間の行財政改革の

指針である出雲市行財政改革大綱に基づき、前期５年間(平成 26 年度～平成 30 年度)にお

ける取組について具体的に定めたものです。特に平成２６年度からの３か年を集中改革期

間と位置付け、全庁の取組を横断的に把握・分析・管理・推進するため、新たに行政改革

部を設置して積極的に取り組んで参ります。 

本計画の進行管理にあたっては、出雲市行財政改革審議会において年度ごとに検証し、

必要に応じて計画を見直します。その結果については、６月市議会で報告するとともに広

報紙やホームページによる情報公開に努めます。 

本計画には、具体的な数値目標や峻別すべき基準を可能な限り設定しておりますが、現

段階で記載できない数値等については、計画の見直しに併せてその都度精査し、記載に努

めます。 

Ⅱ．行財政改革の推進に向けて 

○ 「出雲市財政計画（平成２４年１２月策定）」の目標値 

①歳出規模を抑制し、６５０億円～７００億円程度の規模にする 

②市債残高を８００億円程度とする 

③実質公債費率を１８％未満とする 

④財政調整基金及び減債基金の残高を最低限２０億円は確保する 

  

○ 大綱の基本方針 

①数値化・可視化に努めた積極的な情報公開 

②数値目標や峻別すべき基準を設定した聖域なき行財政改革 

③丁寧な説明をしつつ、決断力とスピード感をもった行財政改革の実施 

 

○ 行財政改革の行程 

①実施計画は前期・後期各５年とし、平成２６年度からの３か年を集中改革期間と

位置づけて、積極的に取り組んでいく 

②実施計画の進行管理は、行財政改革審議会において年度ごとに検証し、必要に応

じて計画を見直す。結果は、市議会への報告及び広報紙やホームページによる情報

公開に努める 

③さらなる行財政改革を強力に推し進めるため、全庁の取組を横断的に把握・分

析・管理・推進するための新たな部署を設置して取り組む 

○ さらなる行財政改革の目標数値 

平成２５年度から平成３４年度までの１０年間で、総額１３７億円（財政計画から） 
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Ⅲ．個別の取組方法 

（２）　適正な人員管理

（１)　事務事業の適正な推進

（２)　補助金・負担金及び扶助費のあり方

（３)　外郭団体

１．効率的・効果的な
行財政運営

４．財源の確保と債務
の抑制

（１）　使用料・手数料の見直し

（２）　財源の確保

（３）　起債の抑制

個別の方針

２．公共施設のあり方
と管理運営

（１)　公共施設の今後のあり方

（２)　公共施設の管理運営

３．組織・機構と適正
な人員管理

（１）　時代に即応した組織・機構

 

１．効率的・効果的な行財政運営 

 (１)事務事業の適正な推進 

○ 選択と集中により実施する事業の見極め～「ものさし」の設定 

全ての事務事業について、「公共性」「公平性」「有効性」及び「効率性」の視点から基

準「ものさし」を設けて峻別し、選択と集中による事業実施または廃止・縮小に努めま

す。 

○ 「ものさし」の内容 

① 真に行政が行うべき事業か否かを峻別 

ア．「公共性」の視点での検討 

・ 事業主体を市が担う事業 

・ 事業主体を市と民間が協力して担う事業 

・ 事業主体を民間が担う事業 

イ．「公平性」の視点から、サービスの受益者が偏る事業の見直し 

・ 受益が特定の地域・団体等に限定的な事業 

・ 個人の資質や資産価値の向上に資する事業 

② 「有効性」の視点から必要性、緊急性を考慮した事業の峻別 

・ 初期目的を達成した事業、効果が少ないあるいは効果の測定が困難な事業の見

直し 
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・ 事業の目的と結果が結びついているかを検証（ＰＤＣＡサイクルによる効果の

測定） 

・ 事業の目的達成の見込みがあるか、または目的達成に向けた道筋が描けている

かを検証 

③ 「効率性」の視点から費用対効果等で事業を峻別 

・ コスト削減と適切な受益者負担の検討 

・ 国・県・市・民間における同じような目的の事業の精査 

・ 新規事業の計画段階における費用対効果の検証 

・ 他市等と比較して、突出した事業については見直し・廃止 

○ 事業の廃止・縮小及び移管後の対応 

① 廃止事業に対する丁寧な説明と理解の構築 

② 民間事業者へ移管した事業への職員によるフォローアップ体制の構築 

③ 廃止・縮小後の影響の検証 

(２)補助金・負担金及び扶助費のあり方 

補助金等については、地域経済や地域の活性化等、市の重点施策に沿ったもの、あ

るいは市民生活に欠かせないものを対象とし、優先度を勘案しながら交付します。 

① 今後も交付する補助金・負担金 

ア．義務的な補助金・負担金 

・法令・条例または契約等により補助・負担することが義務付けられているもの 

・元利補給事業等、債務負担行為が設定されているもの 

・県法令外負担金として審議会が認定したもの 

・協定・覚書等により補助・負担が条件となっているもの 

イ．任意的な補助金・負担金   

・市及び地域の発展・活性化等に寄与する事業で公益性が高いもの 

・市の政策に沿うもので、国県等の補助事業と協調して支出するもの 

② 行政が関与する補助金等のあり方及び交付ルールの適正化 

ア．補助金等のあり方の見直し 

・ 事業費に対する補助を原則とする 

・ 初期目的を達成したもの及び補助効果の薄い補助金等の廃止 

・ 補助対象者や受益者等が限定的な補助金等の廃止・縮小 

・ 個人の資質、あるいは資産価値の向上に資することが目的の補助金等の廃止 

イ．補助金等交付のルール化 

・ 補助事業の年次的な削減・期限設定の徹底（最大 3年） 

・ 補助対象経費の明確化（交際費、慶弔費、飲食費等は補助対象としない。） 
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ウ．適正な受益者負担 

・ 適正な受益者負担額の設定 

・ 市民との協働の観点から適正な補助率の設定 

エ．国・県等の制度に基づく補助金等 

・ 国・県等の制度に基づく補助金等は、制度上の市負担割合（額、率）を超えての

補助は行わない 

・ 国・県等の制度に基づく補助金等は、その制度が終了した時点で市の補助も終了、

また、補助率等が引き下げられた場合は、市負担割合を引き上げる等の措置は行

わない。 

(３)外郭団体 

外郭団体については、団体の経営の安定化、管理運営の効率化を図ることはもとより、

「民間にできることは民間に任せる」という基本的な考え方のもと、市の関与の必要性

が低いと判断した団体については、出資金の減額及び民営化を進めていきます。 

２．公共施設のあり方と管理運営 

(１)公共施設の今後のあり方 

○ 存続、統廃合・譲渡を検討・決定するための基準「ものさし」の設定 

市の規模に応じた適正な施設数にすることを目指します。また、新規施設整備を計

画する際は、ライフサイクルコストを考慮し、徹底した経費の削減を図ります。 
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○ 施設評価の基本的な考え方（評価項目と配点基準）
計算式等 基準 配点

ア 一般財源所要額／維持管理費 10％未満 10
10％以上-20％未満 9

（直近３年平均） 20％以上-30％未満 8
30％以上-40％未満 7
40％以上-50％未満 6
50％以上-60％未満 5
60％以上-70％未満 4
70％以上-80％未満 3
80％以上-90％未満 2
90％以上-100％未満 1
100％以上 0

イ 一般財源所要額／利用者数 基準 配点
100円未満 10
100円以上-200円未満 9
200円以上-300円未満 8

（直近３年平均） 300円以上-400円未満 7
400円以上-500円未満 6
500円以上-600円未満 5
600円以上-700円未満 4
700円以上-800円未満 3
800円以上-900円未満 2
900円以上-1,000円未満 1
1,000円以上2,000未満 -5
2,000円以上 -10

ウ 築後の経過年数 建設からの経過年数 基準 配点
10年未満 10
10年以上-15年未満 9
15年以上-20年未満 8
20年以上-25年未満 7

-3点 25年以上-30年未満 6
30年以上-35年未満 5
35年以上-40年未満 4
40年以上-45年未満 3
45年以上-50年未満 2
50年以上-60年未満 1
60年以上 0

基準 配点

エ 修繕見込み 今後10年以内の修繕見込み
累計2千万円未満の修繕が見込ま
れる施設

10

（耐震補強工事費は含まない） 累計2千万円以上5千万円未満の
修繕が見込まれる施設

8

累計5千万円以上1億円未満の修
繕が見込まれる施設

5

累計１億円以上２億円未満の修繕
が見込まれる施設

0

基準 配点

オ 民間施設を含む類似施設との距離 15㎞圏内に類似施設なし 10
10㎞圏内に類似施設なし 5
5㎞圏内に類似施設なし 3
5㎞圏内に類似施設あり 0

基準 配点

カ 利用者数の推移 直近３年トレンド
H25＞H24＞H23となっており各年
度の増加数が対前年で1割以上と
なっている

10

H25＜H24＜H23となっており各年
度の減少数が対前年で1割以上と
なっている

0

その他 5

*その他考慮することが検討される事項
避難所開設予定の有無・地域性

項目

ただし、1981年以前の建設で、耐震性
が確認できていないもの及び耐震性
がないと判断されたもの

利用者１人あたり
の一般財源所要
額

一般財源所要
割合

類似施設の設置
状況
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 (２)公共施設の管理運営 

 現在保有している施設を適切に管理する一方、直営施設、指定管理施設に限らず経費

削減に向けた取組を進めます。また、施設の長寿命化にも取り組んでいきます。 

① 指定管理者制度の運用方針の見直しを含む施設管理のあり方の検討 

・ 指定管理者制度の活用の適否を含め、管理手法の抜本的な見直し 

・ 施設使用料の見直しを踏まえた適切な指定管理料の積算 

・ ファシリティマネジメントの手法を取り入れた適正な施設管理 

・ 有償借地の解消（購入・返却・交換） 

② 施設の長寿命化計画策定と取組の推進 

３．組織・機構と適正な人員管理 

 (１)時代に即応した組織・機構 

喫緊の行政課題に即応し、効率的・効果的な運営を行うために、本庁・支所ともに継

続的に見直しを行います。 

 (２)適正な人員管理 

斐川町との合併に伴う１１０名の削減を早期達成するとともに、事務事業の見直しを

行いながら、適正な職員数及び配置についての検討を行っていきます。また、職員の

資質向上に向けた取組も強化し、市民との協働ができる職員の育成を図ります。 

① 職員数の削減と年齢バランスの是正 

・ 一般職１１０名の早期削減 

・ 事務事業の見直しと一体的に考えた適正な職員数の確保 

・ 職員年齢構成の是正 

② 総人件費の抑制 

・ 給与の抑制 

・ 時間外勤務手当等の抑制 

③職員の資質向上に向けた取組 

・ 行財政改革に向けた職員の意識改革と意見交換ができる職場環境づくり 

・ 職務に精通し、専門性を生かした指導・助言ができる職員の育成 

・ 多方面の分野の知識に精通し、市民との協働ができる職員の育成 

・ 効果的な職員研修の実施 

・ 人事評価制度の有効活用 

４．財源の確保と債務の抑制 

 (１)使用料・手数料の見直し 

○ 施設使用料 

施設運営のため、公平な受益者負担を考慮した適正な使用料を設定します。 
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ｂ 民 間 的 

（民間が担えるもの） 

第２区分 

公 費 ＆ 受 益 者 

第１区分 

公 的 負 担 中 心 

第３区分 

受 益 者 ＆ 公 費 

第４区分 

受 益 者 負 担 中 心  

 

① 設定にあたっての基本的な考え方 

・ 施設を利用する人・しない人の間の負担の公平性を保持するため、施設使用者（受

益者）に応分な負担となるような使用料の設定 

・ 施設等の維持管理経費における使用料の割合を考慮した設定 

・ 類似施設・使用用途を考慮し、施設間の均衡のある使用料を設定 

② ４つの基準 

a.公共的 市場では提供されにくく、主として行政が提供するサービス 

b.民間的 民間でも供給されており、行政と民間とが競合するサービス 

c.基礎的 市民の日常生活において、ほとんどの人に必要とされるサービス 

d.選択的 生活や余暇をより快適で潤いのあるものにするためのサービス 

   【概念図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（各区分の定義） 

[第１区分] 市民の日常生活にとって必要で、主として行政が提供する施設 

[第２区分] 行政と民間が競合している施設であるが、福祉・教育的要素を含む施設 

[第３区分] 生活や余暇を快適に過ごすための、主として行政が提供する施設 

[第４区分] 生活や余暇を快適に過ごすための、行政と民間が競合して提供している施設及び

商業的要素を含む施設 

[そ の 他] 文化財指定がされている施設及び特定の目的により政策的に設置された施設 

③ 具体的な取組手法 

ア 施設使用面積等を考慮した使用料の設定の検討 

イ 統一的な時間区分による使用料の設定 

ａ 公 共 的 

（公益性の高いもの） 

ｃ 基 礎 的 

（市民生活に欠か

せないもの） 

ｄ 選 択 的 

（個人の価値観や嗜

好の違いによって必

要性の異なるもの） 
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ウ 使用料を徴収していない施設に使用料を設定 

エ 光熱費（空調費）の徴収 

○ その他の手数料等 

① 施設使用料以外の使用料・手数料は、処理コスト等を考慮した適切な設定を行う 

・ ゴミ処理、し尿処理、各種証明等手数料など 

② 上水道料金：平成２９年度、下水道料金：平成３０年度に料金改定見込み 

(２)財源の確保 

市税等の収納対策のさらなる強化を図るとともに、市の保有する資産の処分や有効活

用を進めます。 

① 市税・料等の収納対策の強化 

② 使用していない市有財産の有償譲渡又は有料貸付の促進 

③ ふるさと納税の拡大強化 

④ 広告収入の拡大 

 (３)起債の抑制 

公共事業費を適正規模に縮減し、市債の新規発行額を抑制するとともに、債務負担行

為分を含めた繰上償還を実施します。 

Ⅳ．財政効果目標額について 

各取組事項について、可能な限り、財政効果目標額を設定し、計画を推進していきま

す。その算出方法等は、以下のとおりとします。 

① 財政効果目標額 

「出雲市財政計画」における計画期間の前年である平成２４年度決算額などを基に事

業費ベースで算出します。 

② 増収取組事項における算出方法 

財政効果目標額＝「計画年度の歳入見込額」－「平成２４年度歳入実績額」 

  例：Ｈ２７に手数料を見直し、増収した場合 

    10,000 千円 ＝   40,000 千円    －   30,000 千円 

（財政効果目標額） （Ｈ２７歳入見込額）  （Ｈ２４歳入実績額） 

③ 節減取組事項における算出方法 

財政効果目標額＝「平成２４年度歳出実績額」－「計画年度の歳出見込額」 

  例：Ｈ２８に公共施設の指定管理料を見直し、節減した場合 

    15,000 千円 ＝   65,000 千円    －   50,000 千円 

（財政効果目標額） （Ｈ２４歳出実績額）  （Ｈ２８歳出見込額） 
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④ 取組効果の継続 

増収又は節減の取組効果が継続する期間中は、毎年度、効果が発生するものとします。 

    例：Ｈ２７に補助金を見直し、2,000 千円節減した場合                      

 

 

 

 

 

 

【参考】実施計画と各計画との関連 

 

   H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35  

     (2014)    (2018)       

 

 
 

  
  

 
  

              

                      

                      

                

                

                

                      

                      

                      

                      

                      

                

 

      （単位：千円） 

 Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ 

事 業 費 10,000 10,000 10,000 8,000 8,000 8,000 8,000 

財政効果目標額 － － 0 2,000 2,000 2,000 2,000 

基準年度 見直し 効果継続 

中期財政計画 長期財政見通し 

基本計画［前期］ 基本計画［後期］ 

出雲市総合振興計

画「出雲未来図」 

出雲市財政計画 

出雲未来図 

 

行財政改革 

出雲市行財政改革大綱 

第２期実施計画 第１期実施計画 

出雲市財政計画 

集中改革期間 



出雲市行財政改革第１期実施計画取組一覧

区分
実施
継続
準備
検討

H26 H27 H28 H29 H30 合計

14.5 230.0 290.0 290.0 340.0 1,164.5

2.9 50.0 50.0 50.0 50.0 202.9

検討 準備 実施 継続 継続

検討 準備 実施 継続 継続

実施 継続 継続 継続 継続

2.9 2.9 2.9 2.9 2.9

検討 実施 継続 継続 継続

11.6 180.0 240.0 240.0 290.0 961.6

検討 実施 継続 継続 継続

検討 実施 継続 継続 継続

検討 実施 継続 継続 継続

実施 継続 継続 継続 継続

0.4 0.4 0.4 0.4 0.4

実施 継続 継続 継続 継続

3.3 3.3 3.3 3.3 3.3

進捗状況
実施するもの
前年度から継続して実施していくもの
方針等が決定し、実施に向けての準備段階にあるもの
市としての方針案決定に向けて内部検討するもの

１．効率的・効果的な行財政運営

具体的な取組事項 具体的な取組内容 所　管

ア

集中改革期間

【上段】実　  施　   計　   画　   年 　  度
【下段】財政効果目標額（単位：百万円）

(1)
事務事業の適正な推
進

全ての事務事業について「ものさし」を設け、選択と集
中による事務事業の廃止・縮小を行う。

コミュニティセン
ターのあり方の検
討

コミュニティセンターの業務状況を把握し
た上で、職員体制及び雇用形態について
検討をしていく。

自治振興課

イ
廃食油対策事業
の見直し

廃食油対策について、民間実施を含めた
検討をしていく。

環境政策課

ウ
在宅当番医制事
業の見直し

受診者が一日平均１人未満と少ないた
め、市内救急告示病院や市立休日・夜間
診療所の患者受入状況も勘案し、廃止す
る。

健康増進課
（医療対策
室）

エ 事務事業の見直し
全ての事業について既存の枠組みにとら
われず、必要性や費用対効果の評価を
し、適宜対応する。

全課

(2)
補助金・負担金及び
扶助費の見直し

全ての補助金・負担金及び扶助費について地域経済
の活性化等市の重点施策に沿ったもの、市民生活に
欠かせないものを優先度を勘案しながら見直しを行
う。

ア
アンテナショップ開
催事業の見直し

アンテナショップの成果を検証し、今後の
あり方を検討する。

商工労働課

住宅リフォーム関係の助成制度を統合し、
補助対象事業・内容を再構築する。

縁結び定住
課
建築住宅課

イ
産業フェア支援事
業の見直し

産業フェアの事業目的及び参加企業の費
用負担のあり方を検討する。

産業振興課

ウ
ふるさと広場設置
助成金の見直し

ふるさと広場設置事業助成金の事業効果
を検証し、今後のあり方を検討する。

自治振興課

エ
出身者会補助金
の見直し

合併前の旧自治体単位等で活動している
団体に対し圏域ごとの一本化を促し、補助
金の縮減を図る。

自治振興課

オ
住宅建築・リフォー
ム助成金の見直し

10



H26 H27 H28 H29 H30 合計

具体的な取組事項 具体的な取組内容 所　管 集中改革期間

【上段】実　  施　   計　   画　   年 　  度
【下段】財政効果目標額（単位：百万円）

準備 準備 実施 継続 継続

実施 継続 継続 継続 継続

3.0 3.0 3.0 3.0 3.0

実施 継続 継続 継続 継続

4.9 4.9 4.9 4.9 4.9

検討 実施 継続 継続 継続

検討 実施 継続 継続 継続

継続 継続 継続 継続 継続

検討 検討 検討 実施 継続

検討 検討 検討 実施 継続

検討 検討 検討 検討 実施

カ
私立認可保育所
施設整備元利補
給の見直し

市単独補助については平成28年度以降
の整備分から廃止する。

子育て支援
課

ク
出雲芸術アカデ
ミー補助金の見直
し

自主財源の確保に努め、補助金の見直し
を図る。

文化スポー
ツ課

ケ

関係各課

その他補助金・負
担金の見直し

全ての補助金について、基準を定め、見
直しを図る。
・第３子以降保育料無料化補助金
・合併処理浄化槽維持管理補助金
・類似補助金の整理・統合　など

関係各課

キ
イベント補助金の
整理

補助事業の実施状況を鑑み、補助金の見
直しを図る。
・ドームで遊ぼう開催事業支援補助金
・地域産業振興イベント開催支援補助金
（東部拠点都市）

関係各課

福祉関連助成事業等市単独助成につい
て見直しを行う。
・福祉医療費助成
・入学就職支度金　など

ウ
土地開発公社へ
の無利子貸付金
の見直し

保有財産の処分状況を勘案し、無利子貸
付の金額を検討する。

管財契約課
財政課

ア
所有財産等の適
正な管理・執行体
制の整備

資金の管理運用方法の検討など適正な
管理・執行体制を構築する。

関係各課

イ
出雲典礼への関
与の見直し

エ
その他外郭団体へ
の市の関与のあり
方

２５％以上市が出資している団体全てにお
いて、民営化等の検討を行う。

関係各課

(3) 外郭団体
団体の経営の安定化、管理運営の効率化を図るとと
もに、市の関与の必要性が低いと判断した団体につ
いては、順次民営化を進める。

出雲典礼の事業のあり方を見直す。 市民課

コ
市単独扶助費の
見直し
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H26 H27 H28 H29 H30 合計

具体的な取組事項 具体的な取組内容 所　管 集中改革期間

【上段】実　  施　   計　   画　   年 　  度
【下段】財政効果目標額（単位：百万円）

230.0 230.0 230.0 690.0

50.0 50.0 50.0 150.0

検討 準備 実施 継続 継続

検討 準備 実施 継続 継続

180.0 180.0 180.0 540.0

検討 準備 実施 継続 継続

検討 準備 実施 継続 継続

検討 準備 実施 継続 継続

検討 準備 実施 継続 継続

776.0 500.0 400.0 400.0 400.0 2,476.0

継続 継続 継続 継続 継続

776.0 500.0 400.0 400.0 400.0 2,476.0

継続 継続 継続 継続 継続

460.0

継続 継続 継続 継続 継続

２．公共施設のあり方と管理運営

(1)

ウ
公共施設にかかる
借地等の解消

(2) 公共施設の管理運営
公共施設の安全性に配慮し適切に管理するとともに、
直営施設、指定管理施設に限らず経費削減に向けた
取組を進める。

ア
施設管理のあり方
の検討

指定管理者制度の運用の見直しなど施設
管理のあり方を検討する。

行政改革部

ア 施設の統廃合等
策定した「ものさし」をもとに存続・統廃合
及び譲渡等を検討し、適正配置に努め
る。

関係各課

公共施設の今後のあ
り方

一定の基準「ものさし」を持って市の規模に応じた適正
な施設数にすることを目指し、統廃合及び譲渡等を進
める。
また、公共施設管理計画の策定を行う。

イ
公共施設管理計
画の策定

公共施設等の総合的かつ計画的な管理
の推進のため、管理計画等の策定に取り
組む。

行政改革
部・財政課・
管財契約課
ほか

公共施設敷地内の有償借地を購入・返
還・交換し、運営費の節減を図る。

関係各課

イ
施設の管理運営
費の見直し

指定管理施設・直営施設の運営費につい
て見直しを行い、経費節減を図る。(指定
管理施設の使用料改定分含む)

関係各課

３．組織・機構と適正な人員管理

エ
公共施設長寿命
化計画等の策定

施設の長寿命化に向け、計画の策定を行
う。
【再掲　公共施設管理計画の策定と重複】

関係各課

行政改革
部・人事課

(2) 適正な人員管理
定数管理の適正化、総人件費の抑制及び
職員の資質向上に努める。

人事課

時代に即応した組織・
機構

社会情勢の変化や行政課題に的確に対
応するとともに、効率的・機動的な組織機
構を目指し、継続的に見直しを行う。

(1)

ア
適正な職員数の確
保

退職者数と採用職員数の調整を図るとと
もに、業務量を勘案した適正な職員数を
確保する。また、臨時職員及び嘱託職員
についても適正な配置を行う。

人事課

イ
職員の年齢構成
の是正

年齢構成の是正を図るため、新規採用及
び経験者採用を実施する。

人事課
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H26 H27 H28 H29 H30 合計

具体的な取組事項 具体的な取組内容 所　管 集中改革期間

【上段】実　  施　   計　   画　   年 　  度
【下段】財政効果目標額（単位：百万円）

実施 継続 継続 － －

6.0 6.0 6.0

実施 継続 継続 － －

310.0 310.0 310.0

継続 継続 継続 継続 継続

継続 継続 継続 継続 継続

302.0 494.0 494.0 493.0 486.5 2,269.5

290.0 290.0 290.0 290.0 1,160.0

検討 実施 継続 継続 継続

検討 実施 継続 継続 継続

検討 実施 継続 継続 継続

検討 検討 準備 実施 継続

検討 検討 検討 準備 実施
下水道使用料の
見直し

下水道使用料を改定し、受益者負担の適
正化を図る。

ア
施設等の適正な使
用料の設定

施設区分、用途、使用面積等に応じた料
金の設定を検討する。（直営施設分）

関係各課

子育て支援
課

関係各課

ウ

オ

オ
時間外勤務手当
の抑制

時間外勤務の縮減を図り、時間外勤務手
当の抑制を行う。

人事課

市長・副市長・教育長等の給与について、
定率カットを実施する。

人事課

人事課

４．財源の確保と債務の抑制

(1)
使用料・手数料の見
直し

使用料・手数料については、公平な受益者負担となる
よう見直しを行う。

エ
一般職給与の減
額

職務・職階に応じ、職員給料の定率カット
等を実施する。

人事課

ウ
特別職給与の減
額

イ 手数料の見直し

処理コスト及び近隣他市の状況等を勘案
し、見直しを行う。
・ごみ・し尿処理手数料
・証明手数料　など

カ 職員の資質向上
人事評価制度や研修を通じて職員士気及
び職務遂行能力の向上を図る。

幼稚園・保育所保
育料の見直し

国の施策展開を注視しながら、「出雲市子
ども・子育て会議」の意見を参考に今後の
あり方を検討する。
・幼稚園・保育所保育料
・第３子以降保育料無料化制度

エ
水道使用料の見
直し

水道料金を改定し、受益者負担の適正化
を図る。

水道営業課

下水道管理
課
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H26 H27 H28 H29 H30 合計

具体的な取組事項 具体的な取組内容 所　管 集中改革期間

【上段】実　  施　   計　   画　   年 　  度
【下段】財政効果目標額（単位：百万円）

290.0 190.0 190.0 190.0 190.0 1,050.0

継続 継続 継続 継続 継続

150.0 150.0 150.0 150.0 150.0

継続 継続 継続 継続 継続

110.0 10.0 10.0 10.0 10.0

実施 継続 継続 継続 継続

30.0 30.0 30.0 30.0 30.0

実施 継続 継続 継続 継続

検討 検討 検討 検討 検討

12.0 14.0 14.0 13.0 6.5 59.5

継続 継続 継続 継続 継続

継続 継続 継続 継続 継続

12.0 14.0 14.0 13.0 6.5

1,092.5 1,224.0 1,414.0 1,413.0 1,456.5 6,600.0

年度別収支見通し　B 16.0 △ 341.0 △ 1,497.0 △ 1,552.0 △ 1,525.0 △ 4,899.0

収支改善見込額　A+B 1,108.5 883.0 △ 83.0 △ 139.0 △ 68.5 1,701.0

債務負担行為分を含めた繰上償還を実施
する。（利払いの抑制）

財政課
関係各課

法定外目的税の
検討

法定外目的税の導入について研究する。

総計　　A

参考：出雲市財政計画の｢財政見通し・年度別収支見通し｣との比較

イ

関係各課

エ 新たな財源確保
各種印刷物及びホームページ等に広告を
募集し、広告収入の増額を図る。

関係各課

オ 行政改革部

(3) 起債の抑制

公共事業費を適正規模に縮減し、市債の新規発行額
を抑制することはもとより、可能な限り繰上げ償還を行
い、普通会計及び企業会計の起債残高総額を抑制し
ていく。

ア
市債の新規発行
の抑制

ウ
ふるさと納税制度
の活用

クレジットカード決済の導入などにより、ふ
るさと寄付のさらなる増加を目指す。

縁結び定住
課

(2) 財源の確保
市有資産の有効な利活用を進めるとともに、市民の公
平性を確保するため、市税等の収納対策のさらなる強
化を図る。

公共事業を財政力に見合った事業費と
し、市債の新規発行を抑制する。

財政課
関係各課

繰上償還の実施

イ
資産の処分及び有
効活用

普通財産の売却処分を促進するとともに、
資産の有効な利活用を行う。

管財契約課
関係各課

ア 税収等の確保
市税及び公共料金等の収納率の向上を
図り、自主財源を確保する。
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